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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 平成 20(受)422 原審裁判所名 東京高等裁判所 

事件名 車両撤去土地明渡等請求事件 原審事件番号 平成 19(ネ)13 

裁判年月日 平成 21 年 3 月 10 日 原審裁判年月日  平成 19 年 12 月 6 日 

法廷名 最高裁判所第三小法廷   

裁判種別 判決   

結果 破棄差戻   

判例集等 民集 第 63 巻 3 号 385 頁   

 

判示事項 動産の購入代金を立替払し立替金債務の担保として当該動産の所有権を留保し

た者は，第三者の土地上に存在しその土地所有権の行使を妨害している当該動

産について，その所有権が担保権の性質を有することを理由として撤去義務や

不法行為責任を免れるか  

裁判要旨 動産の購入代金を立替払した者が，立替金債務の担保として当該動産の所有権

を留保する場合において，買主との契約上，期限の利益喪失による残債務全額

の弁済期の到来前は当該動産を占有，使用する権原を有せず，その経過後は買

主から当該動産の引渡しを受け，これを売却してその代金を残債務の弁済に充

当することができるとされているときは，所有権を留保した者は，第三者の土

地上に存在してその土地所有権の行使を妨害している当該動産について，上記

弁済期が到来するまでは，特段の事情がない限り，撤去義務や不法行為責任を

負うことはないが，上記弁済期が経過した後は，留保された所有権が担保権の

性質を有するからといって撤去義務や不法行為責任を免れることはない。 

 

全 文 

主    文 

原判決を破棄する。 

本件を東京高等裁判所に差し戻す。 

理    由 

上告代理人伊東秀彦ほかの上告受理申立て理由について 

１ 本件は，駐車場の所有者である上告人が，駐車中の自動車について，同自動車の購入代

金を立替払して同自動車の所有権を留保している被上告人に対し，土地所有権に基づき，同自

動車の撤去と駐車場の明渡しを求めるとともに，駐車場の使用料相当損害金の支払を求める

事案である。 

２ 原審の確定した事実関係の概要は，以下のとおりである。 

(1) 上告人は，平成１５年１０月２９日，Ａに対し，原判決別紙物件目録記載の土地（以下

「本件土地」という。）を，原判決別紙車両目録記載の自動車（以下「本件車両」という。）の

駐車場として使用する目的で，賃料を月額５０００円として貸し渡した（以下，この契約を

「本件賃貸借契約」という。）。 

(2) Ａと被上告人は，平成１５年１１月２２日，Ａが自動車販売店から購入する本件車両の

代金を被上告人が立替払すること等を内容とするオートローン契約（以下「本件立替払契約」

という。）を締結した。本件立替払契約の要旨は，①被上告人は，本件車両の代金を立替払し，

Ａは，被上告人に対し，上記立替払により発生する債務（以下「本件立替金債務」という。）



2 
 

を頭金のほか６０回に分割して支払う，② 本件車両の所有権は，自動車販売店から被上告人

に移転し，Ａが本件立替金債務を完済するまで同債務の担保として被上告人に留保される，③ 

Ａは，自動車販売店から本件車両の引渡しを受け，善良な管理者の注意をもって本件車両を管

理し，本件車両の改造等をしない，④ Ａは，本件立替金債務について，分割金の支払を怠っ

て被上告人から催告を受けたにもかかわらずこれを支払わなかったとき，強制執行の申立て

のあったときなどは，当然に期限の利益を喪失し，残債務全額を直ちに支払う，⑤ Ａは，期

限の利益を喪失したときは，事由のいかんを問わず，被上告人からの同人が留保している所有

権に基づく本件車両の引渡請求に異議なく同意する，⑥ 被上告人がＡから本件車両の引渡し

を受けてこれを公正な機関に基づく評価額をもって売却したときは，売却額をもって本件立

替金債務の弁済に充当するというものであった。 

(3) Ａは，原審口頭弁論終結時まで，本件立替払契約上の分割金の不払を続けている。 

(4) Ａは，本件賃貸借契約に基づく平成１６年１２月分以降の賃料を支払わなかった。上告

人は，平成１８年４月２７日付けで本件賃貸借契約を解除する意思表示をし（同年５月１０日

到達），同年１２月１９日，Ａに対して本件賃貸借契約に基づく未払賃料等の支払を命ずる確

定判決に基づき，Ａの給料債権等を差し押さえた。 

(5) 本件賃貸借契約終了後も，本件土地上には本件車両が駐車されている。 

３ 原審は，被上告人は本件立替金債務を担保するために本件車両の所有権を留保したもの

であって，被上告人が有するのは，通常の所有権ではなく，実質的には担保権の性質を有する

ものにすぎないから，被上告人は所有者として本件車両を撤去して本件土地を明け渡す義務

を負わないと判断し，上告人の請求をいずれも棄却すべきものとした。 

４ しかしながら，原審の上記判断は是認することができない。その理由は，以下のとおり

である。 

本件立替払契約によれば，被上告人が本件車両の代金を立替払することによって取得する

本件車両の所有権は，本件立替金債務が完済されるまで同債務の担保として被上告人に留保

されているところ，被上告人は，Ａが本件立替金債務について期限の利益を喪失しない限り，

本件車両を占有，使用する権原を有しないが，Ａが期限の利益を喪失して残債務全額の弁済期

が経過したときは，Ａから本件車両の引渡しを受け，これを売却してその代金を残債務の弁済

に充当することができることになる。 

動産の購入代金を立替払する者が立替金債務が完済されるまで同債務の担保として当該動

産の所有権を留保する場合において，所有権を留保した者（以下，「留保所有権者」といい，

留保所有権者の有する所有権を「留保所有権」という。）の有する権原が，期限の利益喪失に

よる残債務全額の弁済期（以下「残債務弁済期」という。）の到来の前後で上記のように異な

るときは，留保所有権者は，残債務弁済期が到来するまでは，当該動産が第三者の土地上に存

在して第三者の土地所有権の行使を妨害しているとしても，特段の事情がない限り，当該動産

の撤去義務や不法行為責任を負うことはないが，残債務弁済期が経過した後は，留保所有権が

担保権の性質を有するからといって上記撤去義務や不法行為責任を免れることはないと解す

るのが相当である。なぜなら，上記のような留保所有権者が有する留保所有権は，原則とし

て，残債務弁済期が到来するまでは，当該動産の交換価値を把握するにとどまるが，残債務弁

済期の経過後は，当該動産を占有し，処分することができる権能を有するものと解されるから

である。もっとも，残債務弁済期の経過後であっても，留保所有権者は，原則として，当該動

産が第三者の土地所有権の行使を妨害している事実を知らなければ不法行為責任を問われる

ことはなく，上記妨害の事実を告げられるなどしてこれを知ったときに不法行為責任を負う
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と解するのが相当である。 

５ そうすると，本件立替金債務について，その残債務全額の弁済期が経過したか否かなど

を検討することなく，上告人の請求をいずれも棄却すべきものとした原審の判断には，法令の

解釈適用を誤った違法があり，同違法は原判決の結論に影響を及ぼすことが明らかである。論

旨はこの趣旨をいうものとして理由があり，原判決は破棄を免れない。そして，上記の点等に

ついて，更に審理を尽くさせるため，本件を原審に差し戻すのが相当である。 

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 近藤崇晴 裁判官 藤田宙靖 裁判官 堀籠幸男 裁判官 那須弘平 裁判官 田原

睦夫） 

 

 

※参考：判例タイムズ 1306 号 217 頁、判例時報 2054 号 37 頁、金融法務事情 1882 号 78 頁、

金融商事判例 1314 号 24 頁 

 


